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認可申請の概要

平成26年４月16日、以下の業務を新たに行いたいとして、かんぽ生命より認可の申請。

今回申請のあった業務 関連規定

①アフラックのがん保険の受託販売 郵政民営化法第138条第３項
保険業法第98条第２項②アフラックのがん保険を販売する郵便局に

対する教育・指導

※「アフラック」とは、「アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバス

（略称 アメリカンファミリー生命保険会社）」を指す。
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郵政民営化法（平成十七年十月二十一日法律第九十七号）（抄）

（業務の制限）

第百三十八条

１・２ （略）

３ 郵便保険会社は、保険業法第九十七条の規定により行う業務以外の業務を行おうとするときは、

その内容を定めて、内閣総理大臣及び総務大臣の認可を受けなければならない。

４ 内閣総理大臣及び総務大臣は、前三項の認可の申請があった場合において、次に掲げる事情を

考慮し、郵便保険会社と他の生命保険会社との適正な競争関係及び利用者への役務の適切な

提供を阻害するおそれがないと認めるときは、当該認可をしなければならない。

一 日本郵政株式会社が保有する郵便保険会社の議決権がその総株主の議決権に占める割合

その他他の生命保険会社との間の競争関係に影響を及ぼす事情

二 郵便保険会社の経営状況

５ （略）
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保険業法（平成七年六月七日法律第百五号）（抄）

第九十八条 保険会社は、第九十七条の規定により行う業務のほか、当該業務に付随する次に

掲げる業務その他の業務を行うことができる。

一 他の保険会社（外国保険業者を含む。）、少額短期保険業者、船主相互保険組合（船主相互

保険組合法 （昭和二十五年法律第百七十七号）第二条第一項 （定義）に規定する船主相互保険

組合をいう。）その他金融業を行う者の業務の代理又は事務の代行（内閣府令で定めるものに

限る。）

二～十三 （略）

２ 保険会社は、前項第一号に掲げる業務を行おうとするときは、第二百七十五条第三項の規定によ

り同項に規定する保険募集再委託者が保険募集の委託に係る契約の締結について認可を受ける

場合を除き、その内容を定めて、内閣総理大臣の認可を受けなければならない。ただし、当該保険

会社の子会社その他当該保険会社と内閣府令で定める密接な関係を有する者に係る当該業務を

行おうとするときは、あらかじめ、その旨及びその内容を内閣総理大臣に届け出ることをもって足りる。

３～９ （略）
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（業務の代理又は事務の代行の認可の申請等）

第五十一条の二 保険会社は、法第九十八条第二項の規定による認可を受けようとするときは、認

可申請書に次に掲げる書類を添付して金融庁長官に提出しなければならない。

一～三 （略）

２ 金融庁長官は、前項の規定による認可の申請があったときは、次に掲げる基準に適合するかど

うかを審査するものとする。

一 業務代理等に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人の確保の状況、当該業務

代理等の運営に係る体制等に照らし、当該認可の申請をした保険会社が当該業務代理等を的

確、公正かつ効率的に遂行することができると認められること。

二 他の保険会社（外国保険業者を含む。以下この条において同じ。）の業務代理等を行う場合に

は、当該業務代理等が保険会社相互の公正かつ自由な競争を阻害するおそれのないものであ

ること。

三 他の保険会社、少額短期保険業者又は船主相互保険組合の業務代理等を行う場合には、当

該他の保険会社、少額短期保険業者又は船主相互保険組合の業務の的確、公正かつ効率的

な遂行に支障を及ぼすおそれのないものであること。

保険業法施行規則（平成八年二月二十九日大蔵省令第五号）（抄）


